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米
国
の
家
計
の
現
状
～
家
計
資
産
分
析
の
観
点
か
ら宮　

本　

佐
知
子

一
、
は
じ
め
に

　

二
〇
二
四
年
の
米
国
大
統
領
選
挙
は
共
和
党
の
ト
ラ
ン

プ
大
統
領
候
補
が
民
主
党
の
ハ
リ
ス
大
統
領
候
補
に
勝
利

し
、
二
〇
二
〇
年
以
来
四
年
ぶ
り
に
大
統
領
職
に
復
帰
す

る
こ
と
と
な
っ
た
。
米
国
株
式
市
場
で
は
Ｓ
＆
Ｐ
５
０
０

指
数
が
選
挙
直
後
に
最
高
値
を
更
新
す
る
な
ど
新
政
権
誕

生
を
好
感
す
る
動
き
が
見
ら
れ
て
い
る
が
、
家
計
部
門
の

状
況
に
つ
い
て
掘
り
下
げ
て
分
析
す
る
こ
と
は
、
今
後
の

米
国
経
済
、
米
国
政
治
に
つ
い
て
考
え
る
上
で
も
、
重
要

な
ポ
イ
ン
ト
と
言
え
る
の
だ
ろ
う
。
以
下
本
稿
で
は
、
米

国
家
計
に
つ
い
て
の
調
査
統
計
デ
ー
タ
を
様
々
な
側
面
か

ら
見
て
い
く
。

二�

、消
費
者
金
融
調
査
（
Ｓ
Ｃ
Ｆ
）
か
ら

み
る
米
国
家
計
の
現
状

⑴　

消
費
者
金
融
調
査
（
Ｓ
Ｃ
Ｆ
）
と
は

　

本
稿
で
取
り
上
げ
る
調
査
統
計
は
、
米
国
連
邦
準
備
制

度
理
事
会
（Federal Reserve Board

）
の
消
費
者
金

融
調
査
（Survey of Consum

er Finances, SCF

）
と
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い
う
米
国
家
計
を
対
象
と
し
た
横
断
的
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調

査
で
あ
る
。
調
査
は
三
年
ご
と
に
実
施
さ
れ
、
直
近
で
は

二
〇
二
二
年
に
実
施
さ
れ
て
い
る⑴

。
調
査
対
象
は
、
世
帯

（
単
身
世
帯
を
含
む
）
単
位
で
、
世
帯
主
に
対
し
て
行
わ

れ
る⑵

。
対
象
者
は
標
準
的
な
手
法
で
無
作
為
に
全
て
の
経

済
階
層
か
ら
選
ば
れ
る
が
、
特
徴
的
な
点
と
し
て
は
、
一

般
抽
出
に
加
え
て
、
富
裕
層
に
つ
い
て
は
、
税
務
当
局
の

協
力
を
仰
ぎ
、
個
人
が
特
定
さ
れ
な
い
よ
う
に
秘
匿
し
つ

つ
税
務
デ
ー
タ
を
基
に
抽
出
し
た
リ
ス
ト
を
組
み
合
わ
せ

る
こ
と
で
、
偏
り
の
な
い
よ
う
な
母
集
団
を
作
る
工
夫
を

し
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
以
下
、
消
費
者
金
融
調

査
統
計
の
内
容
に
つ
い
て
よ
り
詳
細
に
見
て
い
こ
う
。

⑵　

Ｓ
Ｃ
Ｆ
の
観
察
か
ら
み
る
米
国
家
計
の
ポ
イ
ン
ト

　

Ｓ
Ｃ
Ｆ
を
観
察
し
て
わ
か
る
俯
瞰
的
な
ポ
イ
ン
ト
は
以

下
の
通
り
で
あ
る
。

　

①�　

家
計
の
所
得
及
び
資
産
の
平
均
値
の
推
移
を
み
る

と
、
図
表
１
の
通
り
、
長
期
的
に
は
増
加
傾
向
に
あ

る
が
、
金
融
危
機
を
挟
ん
だ
時
期
は
や
や
減
少
す
る

な
ど
、
米
国
家
計
部
門
の
資
産
状
況
は
必
ず
し
も
平

坦
な
道
の
り
を
辿
っ
て
い
た
わ
け
で
は
な
い
こ
と
、

　

②�　

た
だ
し
直
近
三
年
間
（
二
〇
一
九
年
と
二
〇
二
二

年
）
を
比
較
す
る
と
、
家
計
の
所
得
及
び
資
産
は
増

加
し
て
お
り
、
同
期
間
に
経
済
状
況
が
改
善
し
た
こ

と
を
示
し
て
い
る
こ
と
、

　

③�　

②
の
背
景
と
し
て
、
同
期
間
に
発
生
し
た
コ
ロ
ナ

禍
が
社
会
と
経
済
活
動
に
深
刻
な
混
乱
を
も
た
ら
し

た
一
方
で
、
米
国
政
府
当
局
が
行
っ
た
迅
速
な
財
政

対
応
や
金
融
緩
和
・
大
規
模
流
動
性
供
給
政
策
が
家

計
の
所
得
や
資
産
増
加
に
影
響
し
た
と
見
ら
れ
る
。

前
者
は
、
給
付
金
や
子
育
て
世
帯
へ
の
税
額
控
除
拡

大
な
ど
を
通
じ
た
所
得
環
境
の
改
善
、
後
者
は
、
株

式
市
場
や
住
宅
資
産
市
場
の
堅
調
な
推
移
に
貢
献
し

た
と
見
ら
れ
る
。
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④�　

そ
の
一
方
で
、
家
計
部
門
内
に
お
い
て
、
塊
り
と

し
て
の
中
間
層
を
捉
え
に
く
く
な
っ
て
い
る
こ
と
も

観
察
さ
れ
る
。
以
下
、
具
体
的
な
数
字
で
確
認
し
て

み
よ
う
。

⑶　

米
国
家
計
所
得
の
変
化
、
特
徴

　

ま
ず
、
世
帯
所
得
の
数
字
で
あ
る
が
、
二
〇
二
二
年
調

査
に
お
い
て
、
世
帯
所
得
の
中
央
値
（m

edian

）
が
七
・

〇
万
ド
ル
、
平
均
値
（m

ean

）
が
一
四
・
一
万
ド
ル
で

あ
り
、
前
回
（
二
〇
一
九
年
）
調
査
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
＋
一

九
％
、
＋
三
三
％
増
加
し
た
。
イ
ン
フ
レ
調
整
し
た
実
質

ベ
ー
ス
で
見
て
も
、
そ
れ
ぞ
れ
＋
三
％
、
＋
一
五
％
増
加

し
た
。「
中
央
値
」
よ
り
「
平
均
値
」
が
倍
以
上
大
き
い

と
い
う
こ
と
は
、
中
央
値
付
近
の
所
得
の
人
数
が
多
い
も

の
の
、
極
端
に
所
得
が
高
い
者
た
ち
が
全
体
の
所
得
平
均

を
押
し
上
げ
て
い
る
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
。

　

所
得
階
級
別
に
見
る
と
、
所
得
平
均
値
は
、
図
表
２
の

図表１　米国家計の所得、純資産、金融資産の平均値の推移

（注）�　世帯あたりの値。
〔出所〕　Federal Reserve Board “2022 Survey of Consumer Finances”より作成
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通
り
で
あ
る
。
こ
の
「
上
位
一
〇
％
の
階
級
」
の
平
均
値

は
前
回
（
二
〇
一
九
年
）
調
査
か
ら
四
六
％
増
加
し
た
一

方
、
そ
の
他
の
所
得
階
級
は
二
〇

－

二
六
％
の
増
加
率
に

と
ど
ま
っ
て
お
り
、「
上
位
一
〇
％
の
階
級
」
の
所
得
増

が
家
計
所
得
全
体
を
引
き
上
げ
て
い
た
。
家
計
所
得
全
体

に
占
め
る
所
得
階
級
別
の
シ
ェ
ア
（
比
率
）
を
計
算
す
る

と
、「
上
位
一
〇
％
の
階
級
」
の
合
計
所
得
は
五
一
・

〇
％
と
家
計
所
得
全
体
の
半
分
を
占
め
て
お
り
、
こ
の
比

率
は
前
回（
二
〇
一
九
年
）調
査
の
四
六
・
六
％
か
ら
＋
四
・

四
％
ｐ
ｔ
上
昇
し
た
。

　

長
期
的
に
見
て
も
、「
上
位
一
〇
％
の
階
級
」
世
帯
が

占
め
る
シ
ェ
ア
の
増
加
が
長
期
間
続
い
て
い
る
。
同
階
級

の
シ
ェ
ア
は
一
九
九
二
年
調
査
で
は
三
七
・
六
％
で
あ
っ

た
が
、
直
近
ま
で
緩
や
か
な
が
ら
上
昇
基
調
が
続
き
二
〇

二
二
年
調
査
ま
で
に
＋
一
三
・
四
％
ｐ
ｔ
上
昇
し
て
い

る
。
こ
の
間
、
他
の
所
得
階
級
は
総
じ
て
低
下
し
て
お

り
、
な
か
で
も
中
間
層
の
シ
ェ
ア
の
低
下
が
相
対
的
に
大

図表３　�米国家計の純資産階級別の
純資産平均値

純資産水準別の階級 純資産平均値
下位25％未満の階級 ▲0.6万ドル
25-49.9％の階級   9.9万ドル
50-74.9％の階級  37.4万ドル
75-89.9％の階級 110.3万ドル
90％以上

（上位10％）の階級 777.1万ドル

（注）�　世帯あたりの値。
〔出所〕�　Federal Reserve Board “2022 Survey 

of Consumer Finances” より作成

図表２　�米国家計の所得階級別の�
所得平均値

所得水準別の階級 所得平均値
下位20％未満の階級  1.9万ドル
20-39.9％の階級  4.3万ドル
40-59.9％の階級  7.1万ドル
60-79.9％の階級 11.7万ドル
80-89.9％の階級 19.3万ドル
90％以上

（上位10％）の階級 72.1万ドル

（注）�　世帯あたりの値。
〔出所〕�　Federal Reserve Board “2022 Survey 

of Consumer Finances” より作成
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き
か
っ
た
。
各
所
得
階
級
に
お
け
る
三
〇
年
間
の
変
化
を

具
体
的
に
見
る
と
、「
下
位
二
〇

－

三
九
・
九
％
未
満
の

階
級
」
の
シ
ェ
ア
は
▲
一
％
ｐ
ｔ
低
下
、「
四
〇
％

－

五

九
・
九
％
の
階
級
」
は
▲
四
％
ｐ
ｔ
、「
六
〇

－

七
九
・

九
％
の
階
級
」
は
▲
五
％
ｐ
ｔ
、「
八
〇

－

八
九
％
の
階

級
」
は
▲
二
％
ｐ
ｔ
低
下
で
あ
っ
た
。
家
計
所
得
は
「
上

位
一
〇
％
の
階
級
」
へ
の
偏
在
が
一
層
進
ん
で
お
り
、
そ

れ
以
外
の
階
級
で
は
中
間
層
を
中
心
に
シ
ェ
ア
の
低
下
が

進
ん
で
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

⑷　

米
国
家
計
資
産
の
変
化
、
特
徴
～
資
産
額
階
級
別
の

状
況

　

次
に
家
計
資
産
全
体
の
数
字
で
あ
る
が
、
二
〇
二
二
年

調
査
に
お
い
て
、
世
帯
純
資
産⑶

の
中
央
値
（m

edian

）

は
一
九
・
三
万
ド
ル
、
平
均
値
（m

ean

）
は
一
〇
六
・

〇
万
ド
ル
で
あ
り
、
前
回
（
二
〇
一
九
年
）
調
査
か
ら
の

三
年
間
の
間
で
そ
れ
ぞ
れ
＋
五
八
％
、
＋
四
二
％
増
加
し

た
。
イ
ン
フ
レ
調
整
し
た
実
質
ベ
ー
ス
で
見
て
も
、
そ
れ

ぞ
れ
＋
三
七
％
、
＋
二
二
％
増
加
し
て
お
り
、
中
央
値
の

増
加
率
が
Ｓ
Ｃ
Ｆ
の
開
始
以
来
、
最
も
高
い
伸
び
と
な
っ

た
。
二
〇
一
九
年
か
ら
二
〇
二
二
年
の
期
間
の
純
資
産
増

加
率
が
大
き
か
っ
た
の
は
、
住
宅
価
格
や
株
価
の
上
昇
や

株
式
保
有
率
の
上
昇
が
寄
与
し
た
と
み
ら
れ
る
。

　

純
資
産
額
を
資
産
額
階
級
別
に
見
る
と
、
純
資
産
の
平

均
値
は
、
図
表
３
の
と
お
り
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
最
も
増

加
率
が
高
か
っ
た
の
は
中
間
層
で
あ
り
、「
二
五

－

四

九
・
九
％
の
階
級
」
は
＋
七
〇
％
、「
五
〇

－

七
四
・

九
％
の
階
級
」
は
＋
五
八
％
、「
七
五

－

八
九
・
九
％
の

階
級
」
は
＋
五
七
％
増
加
し
た
。
一
方
、「
上
位
一
〇
％

の
階
級
」
は
＋
三
六
％
の
増
加
に
と
ど
ま
っ
た
。
家
計
純

資
産
全
体
に
占
め
る
純
資
産
額
階
級
別
の
シ
ェ
ア
（
比

率
）
を
計
算
す
る
と
、「
上
位
一
〇
％
階
級
」
へ
の
偏
在

が
九
〇
年
代
か
ら
進
ん
で
お
り
、
一
九
九
二
年
の
六
七
％

か
ら
二
〇
一
六
年
に
は
七
七
％
へ
上
昇
し
た
。
同
比
率
は
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二
〇
二
二
年
に
七
三
・
四
％
に
低
下
し
た
が
、
そ
れ
で
も

「
資
産
額
階
級
上
位
一
〇
％
」
の
シ
ェ
ア
（
比
率
）
が
家

計
資
産
全
体
の
約
四
分
の
三
を
占
め
る
状
態
は
変
わ
っ
て

お
ら
ず
、
資
産
面
で
は
所
得
面
以
上
に
「
上
位
一
〇
％
階

級
」
へ
の
偏
在
が
進
ん
で
い
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
を
具

体
的
な
金
額
で
見
る
と
、
二
〇
二
二
年
の
家
計
純
資
産
総

額
は
一
三
五
・
三
兆
ド
ル
、
世
帯
数
一
億
三
、
一
三
〇
万

世
帯
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
上
位
一
〇
％
階
級
の
世
帯
で
あ

る
一
、
三
一
三
万
世
帯
が
、
純
資
産
の
七
三
・
四
％
お
よ

そ
一
〇
〇
兆
ド
ル
を
占
め
て
い
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
「
純
資
産
額
上
位
一
〇
％
の
階
級
」
に
つ
い
て
さ

ら
に
詳
し
く
見
る
と
、
先
に
は
同
じ
グ
ル
ー
プ
に
分
類
し

た
が
実
際
の
資
産
額
の
規
模
は
大
き
く
異
な
る
。
例
え

ば
、
純
資
産
額
階
級
上
位
一
〇
％
の
平
均
は
七
七
七
・
一

万
ド
ル
だ
が
、
上
位
一
％
に
限
れ
ば
三
、
七
一
五
・
二
万

ド
ル
で
あ
る
。
ま
た
最
も
純
資
産
が
大
き
い
富
裕
な
世
帯

は
、
実
は
所
得
額
に
つ
い
て
も
最
も
大
き
い
こ
と
も
多

い
。
例
え
ば
、
純
資
産
額
階
級
一
％
の
世
帯
の
う
ち
、
四

七
％
は
所
得
額
階
級
上
位
一
％
に
属
し
、
四
三
％
は
次
の

所
得
額
階
級
上
位
九
％
に
属
し
て
い
る
。
ま
た
、
こ
の
最

も
純
資
産
が
大
き
い
世
帯
の
四
分
の
三
は
会
社
を
所
有
し

て
い
る
と
い
っ
た
特
徴
が
あ
る
。

　

純
資
産
額
を
年
齢
階
級
別
に
見
る
と
、
平
均
額
が
最
も

多
い
の
は
「
六
五

－

七
四
歳
」
の
一
七
八
・
一
万
ド
ル
、

「
七
五
歳
以
上
」
の
一
六
二
・
〇
万
ド
ル
、「
五
五

－

六
四

歳
」
で
一
五
六
・
四
万
ド
ル
、
金
融
資
産
で
は
、
平
均
額

が
最
も
多
い
の
は
「
六
五

－

七
四
歳
」
の
八
九
・
七
万
ド

ル
、「
七
五
歳
以
上
」
の
八
二
・
六
万
ド
ル
、「
五
五

－

六

四
歳
」
の
七
五
・
三
万
ド
ル
と
な
る
（
図
表
４
）。
年
齢

別
資
産
保
有
シ
ェ
ア
を
計
算
す
る
と
、
純
資
産
・
金
融
資

産
と
も
六
五
歳
以
上
の
保
有
額
は
約
半
分
で
あ
る
。
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⑸　

米
国
家
計
資
産
の
変
化
、
特
徴
～
資
産
内
容
別
の
状

況

　

こ
こ
ま
で
米
国
家
計
資
産
に
つ
い
て
保
有
者
の
状
況
に

つ
い
て
見
て
き
た
が
、
次
に
ど
の
よ
う
な
資
産
が
保
有
さ

れ
て
い
る
の
か
を
見
て
い
き
た
い
。
ま
ず
全
世
帯
の
資
産

構
成
を
見
る
と
、「
非
金
融
資
産
」
が
五
七
・
六
％
（
う

ち
、
持
ち
家
四
五
・
五
％
、
事
業
資
本
三
四
・
三
％
、
持

ち
家
以
外
の
不
動
産
九
・
九
％
）、「
金
融
資
産
」
が
四

二
・
四
％
（
う
ち
、
退
職
関
連
口
座
三
六
・
一
％
、
投
信

二
一
・
九
％
、
株
式
一
六
・
七
％
、
決
済
口
座
一
二
・

二
％
、そ
の
他
資
産
管
理
口
座
六
・
二
％
、
債
券
二
・

一
％
、
生
命
保
険
一
・
八
％
）
と
な
っ
て
い
る⑷

。

①
　
非
金
融
資
産

　
「
住
宅
」
が
「
非
金
融
資
産
」
の
う
ち
最
も
大
き
な
比

率
を
占
め
る
資
産
と
な
っ
て
い
る
。
二
〇
二
二
年
調
査
で

は
、
米
国
の
持
ち
家
比
率
は
六
六
・
一
％
で
、
前
回
調
査

図表４　米国家計の年齢階級別の平均資産・負債

（注）�　世帯あたりの値。
〔出所〕　Federal Reserve Board “2022 Survey of Consumer Finances” より作成
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六
四
・
九
％
か
ら
や
や
増
加
し
た
が
、
ピ
ー
ク
で
あ
る
二

〇
〇
四
年
の
六
九
・
一
％
か
ら
は
▲
三
％
ｐ
ｔ
低
い
水
準

に
な
る
。
持
ち
家
を
も
つ
世
帯
の
「
持
ち
家
資
産
」
の
中

央
値
は
三
二
・
三
万
ド
ル
、
平
均
値
は
四
七
・
一
万
ド
ル

で
あ
る
。
二
〇
二
二
年
調
査
で
は
前
回
二
〇
一
九
年
調
査

と
比
較
し
て
そ
れ
ぞ
れ
＋
四
四
％
、
＋
三
七
％
増
加
し
、

過
去
最
高
の
水
準
に
な
っ
た
。
一
方
で
、
住
宅
価
格
の
上

昇
は
新
た
な
住
宅
の
取
得
を
難
し
く
し
て
い
る
。
所
得
に

対
す
る
住
宅
価
格
の
倍
率
（
中
央
値
）
は
四
・
六
倍
と
過

去
最
高
に
な
り
、
こ
れ
ま
で
の
ピ
ー
ク
で
あ
っ
た
金
融
危

機
前
の
二
〇
〇
七
年
の
四
・
二
倍
を
上
回
っ
た
。

　

な
お
家
計
部
門
の
負
債
金
額
の
約
七
〇
％
が
住
宅
ロ
ー

ン
（
自
宅
）
で
あ
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｆ
調
査
対
象
者
の
持
ち
家
比

率
は
六
割
強
で
、
三
〇

－

五
〇
歳
代
の
六
割
弱
が
住
宅

ロ
ー
ン
を
保
有
し
て
い
る
。
特
徴
と
し
て
は
、
七
〇
歳
代

で
も
完
済
せ
ず
半
分
程
度
の
負
債
を
残
し
て
い
る
こ
と
が

挙
げ
ら
れ
る
。
仮
説
と
し
て
は
、
日
本
と
違
っ
て
経
年
中

古
住
宅
に
つ
い
て
も
資
産
価
値
が
評
価
さ
れ
て
い
る
米
国

に
お
い
て
は
、
退
職
時
を
目
標
に
完
済
し
て
い
く
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
が
低
い
可
能
性
が
考
え
ら
れ
る
。

②
　
金
融
資
産

　

次
に
「
金
融
資
産
」
に
つ
い
て
見
よ
う
。
何
ら
か
の

「
金
融
資
産
」
を
保
有
す
る
世
帯
は
全
体
の
九
九
・
〇
％

で
あ
る
。「
金
融
資
産
」
を
保
有
す
る
世
帯
の
保
有
額
の

中
央
値
は
三
・
九
万
ド
ル
、
平
均
値
は
五
〇
・
八
万
ド
ル

で
あ
る
。
二
〇
二
二
年
調
査
で
は
、
前
回
二
〇
一
九
年
調

査
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
＋
四
九
％
、
＋
四
〇
％
増
加
し
た
。

　

金
融
資
産
の
種
類
別
で
は
、「
決
済
関
連
口
座
」⑸

は
九

八
・
六
％
の
世
帯
が
開
設
し
て
い
る
。
同
口
座
で
の
保
有

額
の
中
央
値
は
〇
・
八
万
ド
ル
、
平
均
値
は
六
・
二
万
ド

ル
で
あ
る
。
以
下
保
有
率
順
に
見
る
と
、「
退
職
関
連
口

座
」⑹

（
保
有
率
五
四
・
三
％
、
保
有
世
帯
の
保
有
額
の
中

央
値
八
・
七
万
ド
ル
、
平
均
値
三
三
・
四
万
ド
ル
）、「
上
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場
株
式
」（
同
二
一
・
〇
％
、
一
・
五
万
ド
ル
、
四
〇
・

一
万
ド
ル
）、「
生
命
保
険
」⑺

（
同
一
六
・
一
％
、
一
・
〇

万
ド
ル
、
五
・
五
万
ド
ル
）、「
投
資
信
託
」⑻

（
同
一
一
・

五
％
、
一
五
・
〇
万
ド
ル
、
九
五
・
七
万
ド
ル
）、「
貯
蓄

債
券
」（
同
六
・
四
％
、
〇
・
二
万
ド
ル
、
三
・
六
万
ド

ル
）、「
債
券
」⑼

（
一
・
一
％
、
二
一
・
一
万
ド
ル
、
九

五
・
八
万
ド
ル
）、
の
順
と
な
っ
て
い
る
。
前
回
二
〇
一

九
年
調
査
か
ら
の
変
化
で
は
、「
退
職
関
連
口
座
」
と

「
上
場
株
式
」の
保
有
率
が
上
昇
し
て
い
る
（
そ
れ
ぞ
れ
＋

三
・
八
％
ｐ
ｔ
、＋
五
・
八
％
ｐ
ｔ
）。
ま
た
「
債
券
」

は
、
米
国
家
計
全
体
で
は
保
有
率
は
低
い
が
、
金
融
資
産

保
有
額
が
大
き
い
世
帯
に
お
い
て
保
有
率
が
高
く
な
っ
て

い
る
。

⑹　

二
〇
二
二
年
消
費
者
金
融
調
査
（
Ｓ
Ｃ
Ｆ
）
に
お
け

る
特
徴
～
株
式
保
有
者
の
増
加

　

こ
こ
ま
で
保
有
者
特
性
別
、
資
産
特
性
別
に
順
に
デ
ー

タ
を
観
察
し
て
き
た
が
、
二
〇
二
二
年
Ｓ
Ｃ
Ｆ
に
お
け
る

最
大
の
特
徴
は
株
式
保
有
者
の
増
加
で
あ
ろ
う
。
図
表
５

の
よ
う
に
、
米
国
家
計
に
お
い
て
、
株
式
を
直
接
的
に
保

有
し
た
り
、
退
職
関
連
口
座
な
ど
で
間
接
的
に
保
有
す
る

世
帯
が
増
え
て
い
る
。

　

二
〇
二
二
年
に
直
接
的
・
間
接
的
に
株
式
を
保
有
し
て

い
た
世
帯
の
割
合
は
五
八
・
〇
％
に
上
り
、
過
去
最
高
に

な
っ
た
（
前
回
か
ら
の
上
昇
幅
＋
五
・
三
％
ｐ
ｔ
は
歴
代

二
位
）。
保
有
額
の
中
央
値
（
五
・
二
万
ド
ル
）、
平
均
値

（
四
九
・
二
万
ド
ル
）
も
過
去
最
高
で
あ
る
。
家
計
金
融

資
産
に
占
め
る
株
式
資
産
（
直
接
・
間
接
合
計
）
の
割
合

も
五
六
・
四
％
と
、
二
〇
〇
一
年
（
五
六
・
七
％
）
に
次

い
で
高
く
な
っ
て
い
る
。

　

家
計
の
株
式
保
有
率
上
昇
幅
が
過
去
最
も
大
き
か
っ
た

の
は
一
九
九
五

－

九
八
年
の
＋
八
・
四
％
ｐ
ｔ
だ
が
、
こ

の
時
期
と
比
較
し
な
が
ら
直
近
の
動
き
に
つ
い
て
考
え
て

み
た
い
。
ま
ず
九
〇
年
代
後
半
の
動
き
で
あ
る
が
、
同
時
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期
の
米
国
株
式
は
長
期
間
上
昇
相
場
が
続
い
て
お
り
、
米

国
家
計
の
直
接
・
間
接
的
な
株
式
保
有
率
が
一
九
九
五
年

の
四
〇
・
五
％
か
ら
二
〇
〇
一
年
に
は
五
三
・
〇
％
へ
と

上
昇
す
る
な
ど
、
急
速
に
一
般
化
が
進
ん
で
い
た
。
こ
の

間
、
株
式
の
保
有
率
が
全
て
の
年
齢
階
級
、
所
得
階
級
、

資
産
階
級
で
上
昇
す
る
だ
け
で
な
く
、
保
有
額
に
お
い
て

も
全
般
的
に
増
加
が
み
ら
れ
る
な
ど
、
株
価
上
昇
に
よ
る

恩
恵
も
満
遍
な
く
及
ん
で
い
た
と
み
ら
れ
る
。
株
式
保
有

率
が
「
三
五

－

六
四
歳
」
の
階
級
で
大
き
く
増
加
し
て
い

た
こ
と
か
ら
、
年
金
制
度
の
確
定
拠
出
型
（
Ｄ
Ｃ
）
へ
の

移
行
の
動
き
や
個
人
退
職
勘
定
（
Ｉ
Ｒ
Ａ
）
の
拡
充
、
株

式
を
利
用
し
た
報
酬
制
度
の
普
及
な
ど
、
制
度
面
で
の
変

化
も
影
響
し
て
い
た
と
み
ら
れ
る
。

　

九
〇
年
代
後
半
の
ブ
ー
ム
後
、
家
計
の
株
式
保
有
率

（
直
接
・
間
接
合
計
）
は
再
度
低
下
し
、
二
〇
〇
〇
～
二

〇
一
〇
年
代
を
通
じ
て
五
〇
％
前
後
で
推
移
し
て
い
た

が
、
二
〇
二
〇
年
の
コ
ロ
ナ
禍
後
の
株
価
上
昇
に
つ
れ

図表５　米国家計の株式保有率の推移

（注）�　世帯あたりの値。
〔出所〕　Federal Reserve Board “2022 Survey of Consumer Finances” より作成
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て
、
家
計
の
株
式
保
有
率
（
直
接
・
間
接
合
計
）
は
再
び

上
昇
し
、
二
〇
二
二
年
に
過
去
最
高
の
五
八
・
〇
％
ま
で

達
し
た
の
は
前
述
の
通
り
で
あ
る
。

　

但
し
、
直
近
二
〇
二
〇
年
代
の
ブ
ー
ム
で
は
、
九
〇
年

代
後
半
の
ブ
ー
ム
と
は
幾
つ
か
違
い
が
見
ら
れ
る
。
第
一

は
、
両
ブ
ー
ム
に
お
い
て
株
式
保
有
率
が
上
昇
し
て
い
る

も
の
の
、
資
産
効
果
の
享
受
と
い
う
点
で
は
、
満
遍
な
く

及
ん
だ
九
〇
年
代
後
半
と
比
べ
て
、
二
〇
二
〇
年
代
で
は

恩
恵
の
受
け
方
に
ば
ら
つ
き
が
あ
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

る
。
古
く
か
ら
の
株
式
保
有
者
も
、
二
〇
二
〇
年
代
の
株

式
ブ
ー
ム
の
下
で
新
た
に
参
加
し
て
き
た
株
式
保
有
者
も

等
し
く
株
価
上
昇
の
恩
恵
を
受
け
た
も
の
の
、
後
者
の
者

（
特
に
若
年
層
）
は
ま
だ
累
積
購
入
金
額
が
小
さ
か
っ
た

こ
と
か
ら
、
資
産
額
の
増
加
額
と
い
う
点
で
は
前
者
ほ
ど

の
大
き
な
恩
恵
に
は
な
ら
な
か
っ
た
。

　

第
二
は
、
家
計
の
株
式
保
有
形
態
と
し
て
直
接
保
有
が

増
え
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。「
株
式
を
直
接
保
有
し
て

い
る
者
の
割
合
（
直
接
保
有
率
）」
は
、
二
〇
〇
一
年
の

二
一
・
三
％
を
ピ
ー
ク
に
二
〇
一
三
年
の
一
三
・
八
％
ま

で
低
下
し
続
け
、
そ
の
後
も
伸
び
悩
ん
で
い
た
が
、
二
〇

二
二
年
に
は
二
一
・
〇
％
ま
で
上
昇
し
た（
前
回
比
＋
五
・

八
％
ｐ
ｔ
）。
直
近
の
変
化
と
し
て
は
若
年
層
・
中
年
層

の
直
接
保
有
率
上
昇
が
目
立
つ
も
の
の
、
若
年
層
・
中
年

層
が
直
接
保
有
率
の
元
々
高
か
っ
た
高
年
齢
層
に
追
い
つ

く
形
と
な
り
、
結
果
と
し
て
直
接
保
有
率
は
全
て
の
年
齢

階
級
で
一
九
～
二
三
％
と
な
っ
て
い
る
。
オ
ン
ラ
イ
ン
・

モ
バ
イ
ル
ア
プ
リ
等
で
取
引
が
容
易
に
な
っ
た
こ
と
や
取

引
手
数
料
無
料
化
の
動
き
な
ど
が
影
響
し
た
と
考
え
ら
れ

る
。
別
統
計
（
マ
ク
ロ
統
計
）
で
も
、
二
〇
二
三
年
末
時

点
で
「
家
計
金
融
資
産
に
占
め
る
直
接
的
な
株
式
保
有

額
」
の
割
合
は
二
六
％
と
一
九
六
〇
年
代
以
来
の
高
水
準

と
な
っ
て
い
る
（
図
表
６
）。
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三
、
お
わ
り
に

　

こ
こ
ま
で
米
国
の
家
計
の
現
状
に
つ
い
て
家
計
資
産
分

析
の
観
点
か
ら
調
査
統
計
デ
ー
タ
を
様
々
な
側
面
か
ら
見

て
き
た
。
ま
ず
わ
か
っ
た
こ
と
は
二
〇
二
二
年
の
米
国
家

計
は
、
全
体
と
し
て
は
、
所
得
の
面
、
資
産
の
面
と
も
に

豊
か
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
こ
ま
で
紹

介
し
て
い
な
か
っ
た
が
、
消
費
者
金
融
調
査
（
Ｓ
Ｃ
Ｆ
）

に
よ
る
と
、
負
債
の
面
に
お
い
て
も
、「
資
産
に
対
す
る

負
債
の
比
率
」
は
二
〇
〇
八
年
以
来
の
低
水
準
に
あ
り
、

「
所
得
に
対
す
る
負
債
支
払
い
の
比
率
」
が
過
去
最
低
と

い
う
よ
う
に
改
善
し
て
い
る
。
一
方
で
、
資
産
階
級
・
年

齢
階
級
別
に
見
る
と
恩
恵
は
一
様
で
は
な
く
、
特
に
資
産

額
の
増
加
に
お
い
て
は
先
に
資
産
を
保
有
し
て
い
た
グ

ル
ー
プ
の
増
加
ペ
ー
ス
に
そ
の
他
の
グ
ル
ー
プ
が
追
随
で

き
て
い
な
い
と
い
う
状
況
が
あ
っ
た
。
自
宅
や
セ
カ
ン
ド

図表６　米国家計金融資産に占める直接的な株式保有額の割合

（注）�　データは2023年末まで。
〔出所〕　Federal Reserve Board “Financial Accounts of the United States” より作成
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ホ
ー
ム
を
保
有
し
て
い
た
グ
ル
ー
プ
は
不
動
産
価
格
が
継

続
的
に
上
昇
し
た
中
で
ホ
ー
ム
エ
ク
イ
テ
ィ
（
不
動
産
含

み
益
。
リ
ボ
ル
ビ
ン
グ
ロ
ー
ン
の
担
保
に
も
使
え
る
）
を

積
み
上
げ
て
い
る
。
ま
た
株
式
ブ
ー
ム
を
受
け
て
、
こ
れ

ま
で
株
式
を
保
有
し
て
い
な
か
っ
た
人
た
ち
（
特
に
若
年

層
・
中
年
層
）
が
新
た
に
株
式
を
保
有
し
始
め
た
も
の

の
、
先
ん
じ
て
多
く
を
保
有
し
て
い
た
高
齢
層
の
方
が
よ

り
多
く
恩
恵
を
受
け
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
新
た
な
層
の
参
入
に
よ
っ
て
、
米
国
家

計
に
お
い
て
企
業
株
式
の
保
有
が
直
接
・
間
接
を
合
わ
せ

て
金
融
資
産
全
体
の
五
〇
％
を
超
え
る
な
ど
比
重
を
増
し

て
い
る
こ
と
は
注
目
さ
れ
る
べ
き
ポ
イ
ン
ト
だ
ろ
う
。
企

業
側
か
ら
見
て
も
「
家
計
部
門
に
よ
っ
て
直
接
的
に
保
有

さ
れ
て
い
る
株
式
」
は
全
体
の
四
〇
％
と
な
っ
て
い
る⑽

。

米
国
経
済
に
お
け
る
家
計
と
企
業
の
関
係
で
は
、
雇
用
関

係
、
消
費
関
係
に
加
え
て
、
投
資
・
資
金
供
給
関
係
に
お

い
て
も
結
び
つ
き
が
強
ま
っ
て
い
る
こ
と
は
興
味
を
持
た

れ
る
。
長
期
的
に
見
て
、
こ
の
関
係
が
米
国
経
済
の
安
定

性
を
高
め
て
い
る
の
か
逆
に
不
安
定
要
因
に
な
っ
て
い
る

の
か
今
後
の
研
究
を
要
し
よ
う
。

（
注
）

⑴　

Ｓ
Ｃ
Ｆ
の
デ
ー
タ
の
収
集
は
一
九
九
二
年
以
来
、
シ
カ
ゴ
大
学
の

調
査
機
関
で
あ
るN

ational O
pinion Research Center

（N
O
RC

）

が
行
っ
て
い
る
。
デ
ー
タ
の
大
部
分
は
各
調
査
年
度
の
五
月
か
ら
一

二
月
の
間
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
よ
り
収
集
さ
れ
る
が
、
二
〇
二
二
年

は
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
の
二
五
％
が
二
〇
二
三
年
一
月
か
ら
四
月
の
間
に

実
施
さ
れ
た
。
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
は
対
面
ま
た
は
オ
ン
ラ
イ
ン
で
実
施

さ
れ
、
平
均
一
一
〇
分
、
長
い
場
合
は
三
〇
〇
分
か
け
て
行
わ
れ

る
。
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
行
う
人
に
対
す
る
事
前
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
も
あ

る
。

⑵　

Ｓ
Ｃ
Ｆ
で
は
世
帯
単
位
は
、
主
要
な
経
済
単
位
（prim

ary econo�
m
ic unit, PEU

）
で
あ
る
家
族
と
、
世
帯
に
属
す
る
そ
の
他
す
べ
て

の
人
に
分
け
ら
れ
、
調
査
対
象
者
と
し
て
Ｐ
Ｅ
Ｕ
ご
と
に
参
照
者

（
世
帯
主
）
が
一
人
指
定
さ
れ
る
。
調
査
内
容
に
は
、
調
査
年
度
前
年

の
税
前
所
得
、
調
査
時
点
の
家
計
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
や
年
金
、
労

働
市
場
参
加
状
況
、
人
口
統
計
学
上
の
特
性
に
関
す
る
情
報
な
ど
が

含
ま
れ
て
い
る
。
一
九
八
九
年
以
降
、
調
査
の
主
要
な
質
問
の
多
く
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は
僅
か
な
部
分
し
か
変
わ
っ
て
い
な
い
。
二
〇
二
二
年
調
査
で
は

四
、
六
〇
二
世
帯
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
が
行
わ
れ
た
。
デ
ー
タ
は
Ｆ
Ｒ

Ｂ
や
そ
の
他
の
政
府
機
関
に
お
け
る
分
析
か
ら
学
術
研
究
ま
で
幅
広

く
利
用
さ
れ
て
い
る
。

⑶　

純
資
産
は
、
金
融
資
産
と
非
金
融
資
産
を
合
計
し
た
資
産
か
ら
、

負
債
を
差
し
引
い
た
も
の
と
定
義
さ
れ
る
。

⑷　

Federal Reserve Board

（2024

）
に
お
け
る
分
類
と
は
や
や
異

な
る
。

⑸　

当
座
預
金
口
座
、
普
通
預
金
口
座
、
マ
ネ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
預
金
口

座
、
Ｍ
Ｍ
Ｆ
、
証
券
会
社
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
口
座
、
プ
リ
ペ
イ
ド
デ

ビ
ッ
ト
カ
ー
ド
な
ど
が
含
ま
れ
る
。

⑹　

個
人
退
職
勘
定
や
、
４
０
１（
ｋ
）や
４
０
３（
ｂ
）な
ど
確
定
拠
出

型
職
域
年
金
勘
定
が
含
ま
れ
る
。

⑺　

引
き
出
す
こ
と
が
で
き
る
現
金
価
値
を
も
つ
生
命
保
険
契
約
の
現

在
価
値
。
死
亡
保
険
金
で
は
な
い
。

⑻　

間
接
的
に
保
有
さ
れ
て
い
る
投
資
信
託
や
Ｍ
Ｍ
Ｆ
を
除
く
。

⑼　

社
債
、
住
宅
ロ
ー
ン
担
保
債
券
、
連
邦
、
州
及
び
地
方
債
券
、
外

国
債
券
が
含
ま
れ
る
。

⑽　

Federal Reserve Board

（2024

）
に
よ
る
。
二
〇
二
三
年
末
の

値
。

（
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佐
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ち
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